基金とは？
　特定の目的のために準備された元手となる資金のこと。その目的は、以下の類型に分けられる。

・学術や慈善事業等の公益を目的としたもの。（一般社団法人）

・企業の経営資金を補う目的のもの。（経営安定基金）

・投資による利潤の追求を主目的としたもの。（投資事業組合）

・普通地方公共団体が、条例の定めるところにより、特定の目的のために、または、定額の資金を運用するために設けるもの。

交通遺児等育成基金

（仕組み）

　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　拠出金の払込→　　　　　　　　　←補助金・援助金

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　←給付金の支給　　　　　　　　　←安全確実な運用→

交通遺児育成基金制度は、自動車事故で亡くなられた方の残されたお子様が、損害保険会社などから支払われる損害賠償金等の中から、拠出金を交通遺児等育成基金に払い込んで基金に加入します。基金は拠出金に援助金を加え公社債等で安全・確実に運用し、これに毎年の国の補助金や民間からの負担金等を加えて、お子様が満19歳に達するまで育成給付金を支給していく制度です。交通遺児の健全育成ために官民挙げて支援する制度であり、給付総額等の面で相当有利な条件になっています。
昭和55年10月からこれまで、3500名以上もの交通遺児が加入し、育成給付を受けてきた実績のある制度です。

 

お子様の教育資金として満１９歳に達するまで 育成給付金を送金いたします。
 

加入資格は
自動車事故で亡くなられた方のお子様で、満１６歳未満の方であれば、どなたでも加入できます。

 

拠出金は

損害賠償金などの中から、遺児１人あたり、加入年齢に応じて次の金額を、基金に払い込んでいただきます。

 

	0～4歳
	5歳
	6歳
	7～8歳
	9歳
	10歳
	11歳
	12歳～
12歳6ヶ月未満

	700万円
	665万円
	630万円
	595万円
	560万円
	525万円
	485万円
	455万円


	12歳6ヵ月～
13歳未満
	13歳～
13歳6ヵ月未満
	13歳6ヵ月～
14歳未満
	14歳～
14歳6ヵ月未満
	14歳6ヵ月～
15歳未満
	15歳～
15歳6ヵ月未満
	15歳6ヵ月～
16歳未満

	430万円
	400万円
	370万円
	340万円
	310万円
	280万円
	240万円


　以上の金額は平成２２年４月１日に改正された最新のものです。
 

×拠出金を振り込まなければ、給付金を受け取れない。
石綿健康被害救済基金　（独立行政法人　環境再生保全機構）
国（交付金）
地方公共団体（拠出金）
事業主　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基　　　　　　　　被害者
　一般拠出金　　　　　　→　都道府県　　　→　　　金　　　　　　　ご遺族
（労災保険適用事業者）　　　　労働局
　特別拠出金

（特別事業主）

☆給付を受けられるのは、中皮腫、肺がん、著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺、著しい呼吸機能障害を伴う性胸膜肥厚の4つの指定疾病の診断をされた方、または、これらの病気により亡くなった方のご遺族が申請、請求を行うことが出来る。
×曝露形態の違いで、労災認定をうけられるかどうか、指定圏内かどうかで、見舞金が支給されるかどうか、不公平が生じる。
○民事責任から離れて健康被害者を隙間なく救済する制度である。（因果関係を特定する必要がない。）
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